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Ⅰ 人口ビジョンの策定にあたって 

 

１ 鮭川村人口ビジョンの位置づけ 

鮭川村人口ビジョンは、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨を尊重し、鮭川村

（以下、「本村」）における人口の現状分析を行い、人口に関する村民の認識を共有し、今後目指

すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものです。 

本村では令和３（2021）年４月に「多世代と自然が織りなすうるわしの里 さけがわ」を将来

像とした、令和 12（2030）年までの中長期ビジョンであり、村の施策の根幹をなし、村の発展

方向を示す「第３次鮭川村総合発展計画」を策定しています。そして、令和８（2026）年度には、

「第３次鮭川村総合発展計画」の前期基本計画を基盤としながら、法令の改正、社会・経済情勢

や村民ニーズの変化、前期基本計画の進捗状況などを勘案しつつ、アフターコロナの視点を加

え、検討を進めていくための後期基本計画を策定しました。 

この総合発展計画における基本構想では、令和 12（2030）年の目標人口を 3,081 人と

しています。これを念頭に置きつつ、まち・ひと・しごと創生の実現に向けて効果的な施策を企

画、立案する上で、重要な基礎資料とすることを認識して策定します。 

 

２ 鮭川村人口ビジョンの対象期間 

鮭川村人口ビジョンの対象期間は令和３（2021）年度から、まち・ひと・しごと創生本部事務

局作成の指針に基づき総合発展計画の計画期間を越える令和 42（2060）年度までとします。 

ただし、第３次総合発展計画後期基本計画との整合を図るとともに、同時期に作成される

「第３期鮭川村まち・ひと・しごと創成総合戦略」との整合に留意し、国立社会保障・人口問題研

究所の人口推計を基礎数値として用いていきます。 

 

３ 国の長期ビジョン 

国の長期ビジョンとして、令和元（2019）年に改訂された「まち・ひと・しごと創生長期ビジョ

ン」の概要を以下に示します。 

（１）長期ビジョンの趣旨 

令和 42（2060）年に１億人程度の人口を維持することを目指し、日本の人口動向を分

析し、将来展望を示す。 

（２）人口の現状と見通し 

ア 日本の人口減少 

・日本は、平成 20（2008）年をピークとして人口減少時代に突入し、今後一貫して人口

が減少し続けると推計されている。 

・地域ごとに状況が異なり、地方では本格的な人口減少に直面している市町村が多い。 

・出生数と出生率の低迷により、若い世代や親世代の人口が減少している一方、総人口

に占める高齢者世代の割合が増加している。今後も高齢化率は上昇を続ける見通し

となっている。 
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イ 「東京一極集中」の問題 

・地方から東京圏への人口流出は続いており、特に若い世代が東京圏に流出する。 

・大学進学、大学卒業後就職時が地方圏人口流出の主たるきっかけとなっている。 

・東京圏は今後高齢化により、医療・介護需要が高まってくる。 

・過度な東京一極集中により、首都直下地震などの巨大災害による被害が増大するリス

クも高まっている。 

（３）人口減少問題に取り組む意義 

ア 人口減少に対する危機感の高まり 

・地域差はあるものの、人口減少による意識や危機感は国民の間に徐々に浸透してきて

いる。 

イ 人口減少が地域経済社会に与える影響 

・総人口の減少と高齢化は働き手の減少を生み、日本全体の経済規模の縮小、一人あた

りの国民所得の低下につながるおそれがある。 

・とりわけ人口減少が著しい地方においては、消費市場が縮小し、地域経済の縮小につ

ながっている。この状態が続くと、地域経済の縮小と人口減少が相互に作用し、負の

スパイラルに陥ることとなる。 

ウ 人口減少に早急に対応すべき必要性 

・的確な政策を展開し、官民挙げて取り組めば、人口減少に歯止めをかけることは可能

である。 

・対策が早く講じられ、出生率が早く向上すればするほど、将来人口に与える効果は大き

い。 

エ 国民の希望とその実現 

・地域によって、出生率が異なる要因は様々であるが、地域の実情に合わせた取組を通

じて、結婚・出産・子育てに関する国民の希望を実現していくことが重要である。 

・雇用や日常生活の利便性などを考慮し、地方への移住に関する国民の希望を実現する

ことで、地方への新しいひとの流れをつくることが重要である。 

（４）長期的な展望 

ア 人口の長期的展望 

・特に若い世代の結婚・出産・子育ての希望の実現に取り組むことを目指す。 

・地方の人口減少に歯止めがかかれば、大都市圏より先行して人口構造が若返っていく

ことになる。 

イ 地域経済社会の展望 

・人口構造の若返りは健康寿命の延伸につながり、地域経済社会に好影響を与える。 

・グローバル化が進んでいる昨今では、外部の人材を取り込むなど、外部と積極的につ

ながっていくことでそれぞれの地域独自の潜在力を引き出し、多様な地域社会を創り

出すことが基本となる。 

・人口減少の歯止めには時間を要し、歯止めをかけたとしても一定の人口減少進行が見

込まれているため、出生率向上のみならず今後の人口減少に適応した地域をつくる必

要もある。 
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・東京圏は、人口の一極集中を是正しつつも、東京独自のメリットを活かした環境づくり

を進め、「国際都市」としてグローバル競争におけるプレゼンスを高めていく。 

・住民一人ひとりがそれぞれ暮らす地域において、豊かさと充実感を享受できることが

重要である。 
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Ⅱ 人口動向の分析 

 

１ 総人口 

山形県全体の人口を見ると、戦後 10 年間ほどは人口を維持していましたが、昭和 30

（1955）年から昭和 45（1970）年頃にかけて減少しました。その後、平成７（1995）年頃ま

で概ね人口規模を維持してきましたが、その後再び減少に転じています。 

本村においては昭和 35（1960）年の国勢調査から平成 27（2015）年まで、一貫して人

口が減少しています。 

図１ （山形県）総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（令和２（2020）年以前）、県 HP（令和 7（2025）年）、 

国立社会保障・人口問題研究所（令和 12（2030）年以降） 

 

図２ （鮭川村）総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（令和２（2020）年以前）、村 HP（令和 7（2025）年）、 

国立社会保障・人口問題研究所（令和 12（2030）年以降） 
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下の表１は、本村の平成 17（2005）年から令和２（2020）年までの 15 年間の人口の伸

びを最上地域の各市町村と比較したものです。本村及び新庄市以外の町村は、平成 17

（2005）年に対する令和２（2020）年の人口の割合が 71.0～75.1％となっています。新庄

市は 84.6％と８割を超えているものの、各市町村とも一様に減少しています。本村は

71.6％と８割を下回っており、最上地域の８市町村の中において減少率が高いことがわかりま

す。 

 

表 1 （最上郡内の市町村）総人口の比較 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

 

２ 年齢別の人口 

（１）年齢３区分 

年齢３区分ごとの人口の推移を見ると、昭和 35（1960）年には、年少人口は 3,062 人、

老年人口は 388 人と年少人口の方が多かったものが、平成２（1990）年にはほぼ同数とな

ります。その後、平成 27（2015）年には、年少人口が 442 人と大きく減少した一方で、老

年人口は 1,539 人と増加しており、少子高齢化が本村でも進んでいることがわかります。 

また、生産年齢人口については、昭和 35（1960）年の 4,924 人から緩やかな減少傾向

をたどり、令和２（2020）年には 2,000 人を下回りました。 

 

図３ （鮭川村）年齢３区分による人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（令和２（2020）年以前）、国立社会保障・人口問題研究所（令和 7（2025）年以降） 
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年齢３区分ごとの人口増減の動向を見ると、年少人口（０～14 歳）は平成２（1990）年から、

生産年齢人口（15～64 歳）は昭和 60（1985）年から減少傾向にあります。 

老年人口（65 歳以上）は、平成 17（2005）年まで増加してきましたが、平成 22（2010）

年に一旦減少に転じました。団塊の世代はすでに 75 歳に達しており、今後は人口の少ない世

代が老年に達していくことから、令和７（2025）年以降は老年人口数も減少が続いていくこと

が予想されています。 

 

図４ （鮭川村）年齢３区分による人口増減率の推移（RESAS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】 
総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

【注記】 
令和２（2020）年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、令和７（2025）年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデ

ータ（平成 30 年３月公表）に基づく推計値。 
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（２）人口ピラミッド 

昭和 60（1985）年と令和２（2020）年の鮭川村の男女別・年齢５歳階級別の人口ピラミッ

ドを見ると、男女ともに団塊の世代付近の人口が際立って多いことがわかります。 

また、令和２（2020）年時点の 80～90 歳以上の女性人口の割合も高くなっています。一

方、団塊ジュニアの第２次ベビーブーム世代の人数はその上下の世代と、ほぼ同数となっており、

多世代に比べて突出するような状況にはなっていないことがわかります。 

若い世代では、高校卒業後にあたる 20～24 歳の人口が減少していることが分かります。 

 

図５ （鮭川村）昭和 60（1985）年、令和 2（2020）年国勢調査時の人口ピラミッド 
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国や県と比較すると、団塊の世代の数の多さは鮭川村でも同様ですが、第２次ベビーブーム

世代や 20～24 歳世代の人口構成比は国、県と比較しても少なくなっています。なお、この傾

向は、山形県全体でも同様で、第２次ベビーブームや 20～24 歳の世代の人口構成比が低いこ

とがわかります。また、女性の後期高齢者の構成比が高い点については、山形県でも同じ傾向

にあることがわかりますが、全国的な傾向とは異なっています。 

 

図６ （山形県）令和２（2020）年の    図７ （全国）令和２（2020）年の 

人口ピラミッド              人口ピラミッド 
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３ 人口動態 

（１）有配偶率 

平成 27（2015）年の鮭川村民の配偶関係について男女を比較すると、15～69 歳までは

男性の有配偶率が低い傾向にあります。年齢別で見ると、25～29 歳の男性は 29.2％、女性

は 50.0％、30～34 歳の男性は 39.4％、女性は 58.7％、35～39 歳の男性は 58.3％、

女性は 70.4％となっています。女性に関しては、55～59 歳の 87.0％を境に有配偶率は減

少傾向となっています。 

一般的に、婚姻時に女性よりも男性の年齢が高い場合が多いことから、後に男性の配偶者と

死別し、女性の有配偶率が下がったと推測できます。また、男性の平均寿命が女性と比べて短

いことも要因のひとつとして挙げられます。この他、家を継ぐという意識から男性の結婚が早

い傾向がある一方で、女性は進学や就職を機に都市部へ流出することが多く、結果として男性

の未婚率が高くなることがあります。 

 

図８ （鮭川村）有配偶率（令和２（2020）年） 
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（２）自然動態 

自然動態を見ると、出生数は、平成６（1994）年に 63 人でしたが、令和５（2023）年には

20 人と、全体として減少傾向にあります。平成６（1994）年以降で最も少なかったのは、令和

４（2022）年の 12 人となっています。 

一方、死亡数は、平成６（1994）年以降では平成 22（2010）年が最も多く 104 人、最も少

ない年は平成 12（2000）年の 59 人です。また、死亡数は平成 23（2011）年以降、70～80

人前後で推移しています。 

出生数の減少と死亡数の増加により平成６（1994）年以降は一貫して減少しており、減少幅

は徐々に拡大しています。 

 

図９ （鮭川村）自然動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「人口動態統計調査」（RESAS） 
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（３）社会動態 

社会動態を見ると、転入転出ともに、平成８（1996）年が最も多く、転入者数は 163 人、転

出者数は 180 人となっています。一方、最も転入者数が少ない年は平成 28（2016）年の 53

人で、最も転出者数が少ない年は、令和２（2020）年の 106 人でした。 

転入については、平成 14（2002）年までは 100 人を超える年もありましたが、以後、平成

29（2017）年以外で 100 人を超える年はありません。 

近年、転入転出ともに大きな変動はみられませんが、毎年、転出数が転入数を上回っており、

自然動態と同様に減少が続いており、純増減は毎年 50 人前後のマイナスとなっています。 

 

図 10 （鮭川村）社会動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「人口動態統計調査」（RESAS） 
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平成７（1995）年からの人口動態を見ると、死亡者数の増加による自然減と、総人口自体の

減少にともなう、転入転出の減少という傾向が見られます。 

 

図 11 （鮭川村）出生数、死亡数、転入数、転出数（RESAS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】 
総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

【注記】 
令和 2（2020）年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、令和７（2025）年は村 HP に掲載された実績値、令和 12

（2030）年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータに基づく推計値。 
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（４）性別年齢別の人口移動の状況 

年齢階級別の純移動数をみると、年少人口（0～14歳）がプラスとなる年がありますが、生産

年齢人口（15～64 歳）が毎年大きくマイナスとなっています。 

 

図 12 （鮭川村）年齢階級別純移動数（RESAS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

【出典】 
総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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男女別・年齢階層別の人口移動の状況をみると、男女とも「10～14 歳⇒15～19 歳」及び

「15～19 歳⇒20～24 歳」で大きな減少となっています。この世代は、高校や大学への進学や

就職の時期にあたり、多くの若者が村外へ出ていることが分かります。 

一方、「20～24 歳⇒25～29 歳」は、転入数が一気に増加しています。これは、卒業後の就

職に伴う転入の影響が考えられます。また「25～29 歳⇒30～34 歳」では、再び転出数が増

えています。 

以降、35 歳～70 歳までは、大きな変化はありませんが、男性は「75～79 歳⇒80～84

歳」、女性は「75～79⇒80～84 歳」や「80～84⇒85～89 歳」の世代で一時転出数は増加

します。しかしその後、転入数は増加に転じます。 

 

図 13 （鮭川村）年齢別の人口移動の状況（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査-５年間の移動を計算 

 

図 14 （鮭川村）年齢別の人口移動の状況（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査-５年間の移動を計算 
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４ 雇用や就労 

（１）産業分類別就業者 

就業者数の推移を見ると、第３次産業就業者は平成 17（2005）年まで微増したのち、微減

で推移していますが、第１次産業就業者および第２次産業就業者はともに減少傾向となってい

ます。なお、令和２（2020）年には第１次産業就業者が微増となっています。 

平成 27（2015）年の構成比は第１次産業が 27.4％、第２次産業が 28.8％、第３次産業が

43.8％となっています。これを全国、山形県と比較すると、第２次産業の割合はほぼ全国や県

と同レベルですが、第１次産業の就業者の割合が非常に高く、第３次産業の割合が低いことが

特徴であることがわかります。 

また、平成27（2015）年と令和２（2020）年の構成比を比較すると、第１次産業は全国や県

が低下している一方で本村は 2.4 ポイント増加となっています。 

 

図 15 （鮭川村）就業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

 

図 16 （鮭川村）産業別就業者構成比の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 
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また、令和２（2020）年の就業者数割合を最上郡内の市町村と比較すると、鮭川村は第１次

産業が最も高くなっています。一方、第２次産業と第３次産業は最も低いことがわかります。 

平成 27（2015）年から令和２（2020）年の第１次産業就業者数の割合の変化を見ると、新

庄市や金山町、大蔵村等、減少した市町村がある中で、本村の増加が目立ちます。 

 

図 17 （最上郡内の市町村）産業別就業者構成比の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 
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産業大分類での各産業の就業者を見ると、男女の合計は「Ｅ 製造業」の就業者数が多く、「Ｄ 

建設業」が続いています。男性では「Ｄ 建設業」が、女性では「Ｐ 医療，福祉」がそれぞれ多くな

っています。 

また、特化係数（※）をみると、「Ａ 農業，林業」、「Ｑ 複合サービス事業（郵便局や農業協同組

合）」が高くなっており、農林業への特化が顕著となっています。 

※特化係数：鮭川村のＸ産業の就業者比率／全国のＸ産業の就業者比率 

 

図 18 （鮭川村）産業別就業者構成比の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 
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（２）産業分類別就業者の年齢別構成 

産業大分類の産業別の就業者の年齢構成を見ると、「Ａ 農業，林業」では50歳代が22.2％、

60 歳代が 37.3％、70 歳以上が 13.0％と 50 歳以上で全体の約７割以上を占めています。

また、「Ｄ 建設業」や「Ｈ 運輸業，郵便業」、「Ｍ 宿泊業，飲食サービス業」、「Ｒ サービス業（他

に分類されないもの）」では 50 歳代以上の割合が６割以上を占めています。 

一方で、「Ｏ 教育，学習支援業」や「Ｓ 公務」は、40 歳代以下の割合が６割以上を占めていま

す。 

 

図 19 （鮭川村）産業別就業者の年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 
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（３）通勤流動 

令和２（2020）年の通勤流動（常住地及び通勤地による就業者数）を見ると、村内に居住し、

村外で就労している人が 981 人、その反対に、村外に居住し、村内で働いている人が 651 人

となっています。そのため、通学を除くと昼間人口は夜間人口より 330 人少なくなっています。 

通勤の流動は、流出・流入ともに新庄市や真室川町との間で多く、戸沢村や金山町からの流

入も見られます。流入数から流出数を引いた純移動をみると、新庄市へは流出が多く、金山町、

真室川町、戸沢村からは、流入の方が多くなっています。 

また、その他県内他市町村への流出も 69 人と多い一方、県外への流出は比較的少ない状況

にあり、周辺市町村との結びつきが強いことがうかがえます。 

 

図 20 通勤流動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

 

表 2 通勤流動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

 

新庄市 金山町 最上町

舟形町 真室川町 大蔵村

戸沢村 尾花沢市 その他県内

県外・その他

新庄市

真室川町

戸沢村

金山町

流出

新庄市 金山町 最上町

舟形町 真室川町 大蔵村

戸沢村 尾花沢市 その他県内

県外・その他

新庄市

真室川町

戸沢村

金山町

流入

流出 流入 純移動

新庄市 645 306 -339

金山町 21 41 20

最上町 10 10 0

舟形町 19 20 1

真室川町 120 173 53

大蔵村 14 24 10

戸沢村 35 58 23

尾花沢市 21 2 -19

その他県内 69 15 -54

県外・その他 27 2 -25

合計 981 651 -330
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５ 各種経済指標 

（１）農林業センサス 

きのこの村として生産拠点の整備に努めてきた

鮭川村内の法人経営体数は、令和２（2020）年世

界農林業センサス調査時で、17 件となっていま

す。平成 27（2015）年から３件減少したものの、

周辺市町村と比較すると、最も多い結果となって

います。 

 

 

 

 

 

 

図 21 （最上郡内の市町村）法人経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林業センサス  
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鮭川村の農家を主副業別経営体数別に構成比で見ると、農業を主たる収入源として生計を

立てている「主業経営体」は約３割で、新庄市、真室川町に次いで高く、農業が生業として成り

立っている様子がうかがえます。一方、農外の所得で生計を立てている「準主業経営体」は、戸

沢村に次いで２番目に低い状況となっています。 

 

 

図 22 （最上郡内の市町村）農家の主副業別経営体数（平成 27（2015）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林業センサス 
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次に、鮭川村と規模が類似している地方公共団体との比較から、鮭川村の特徴を整理します。 

総務省では、市町村の財政状況等を比較するために全国の市区町村を類似団体として分類

しています。鮭川村が含まれる町村部の「Ⅰ－０グループ」は、人口５千人未満、第２次産業、第

３次産業の就業者数が 80％未満の団体です。 

鮭川村が圏域の中心都市である新庄市に隣接し、つながりが深い特色を有することを踏まえ、

平成 27（2015）年の鮭川村の人口 4,317 人に近い人口４千人台で、かつ同一都道府県内で

あり、圏域で中心となっている都市に隣接している町村４団体（表３）を抽出して比較します。 

 

表 3 類似町村の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

 

鮭川村は、類似町村の中では販売農家の割合が最も高く約９割近くとなっています。自給的

農家数が最も少ないことから、類似団体と比較しても、農家の体力がある地域と言えます。 

 

図 23 （類似町村）農家数の比較（令和２（2020）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林業センサス 

自治体名
平成27（2015）年

国勢調査人口
令和２（2020）年

国勢調査人口
令和２（2020）年

隣接中心都市（人口）

鮭川村 4,317人 3,902人 新庄市　（34,432人）

青森県横浜町 4,535人 4,229人 むつ市　（54,103人）

長野県朝日村 4,462人 4,279人 松本市　（241,145人）

鳥取県日南町 4,765人 4,196人 米子市　（147,317人）

熊本県相良村 4,468人 4,070人 人吉市　（31,108人）
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72.5

64.2

11.7
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49.2

27.5

35.8
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長野県朝日村

鳥取県日南町

熊本県相良村

販売農家 自給的農家
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（２）工業統計 

平成 11（1999）年から平成 13（2001）年にかけて、その当時の企業の海外流出、空洞化の

影響を受けて工業事業所数、従業者数ともに急減し、その後は緩やかに減少しています。 

また、製造品等出荷額は増減を繰り返しながら概ね横ばいで推移しています。 

 

図 24 （鮭川村）工業統計実績値の推移（事業所数・従業者数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「工業統計」 

 

 

図 25 （鮭川村）工業統計実績値の推移（製造品等出荷額） 
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最上郡内の他町村との比較では、工業事業所数は７町村中４番目に多くなっており、従業者

数は大蔵村に次いで３番目に少ない状況にあります。 

製造品等出荷額は、７町村中４番目に多くなっており、人口規模の近い大蔵村、戸沢村よりも

多い状況となっています。 

また、他の市町村と比較すると１事業所に対する製造品出荷額が７市町村中２番目に大きい

こともわかります。 

 

図 26 （最上郡内の町村）工業統計実績値の比較（事業所数・従業者数（平成 30（2018）年）） 

 

出典：経済産業省「工業統計」 

 

 

図 27 （最上郡内の町村）工業統計実績値の比較（製造品等出荷額（平成 30（2018）年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「工業統計」 
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類似町村と比較すると、工業事業所数、従業者数は比較的低い水準になっています。製造品

等出荷額も、工業事業所数や従業者数と同じ傾向となっています。 

 

図 28 （類似町村）工業統計実績値の比較（事業所数・従業者数（平成 30（2018）年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「工業統計」 

 

図 29 （類似町村）工業統計実績値の比較（製造品等出荷額（平成 30（2018）年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「工業統計」 
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（３）商業統計 

鮭川村内の商業事業所数は減少傾向にあり、これに伴って、従業者数、年間商品販売額も減

少傾向にあります。 

 

図 30 （鮭川村）商業統計実績値の推移（事業所数・従業者数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「商業統計」、経済センサス 

 

 

図 31 （鮭川村）商業統計実績値の推移（年間商品販売額） 
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最上郡内の他町村と比較すると、商業事業所数や従業者数は郡内で最も少なく、年間商品販

売額は大蔵村に次いで低い状況となっています。 

 

 

図 32 （最上郡内の町村）商業統計実績値の比較（事業所数・従業者数（平成 28（2016）年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「商業統計」、経済センサス 

 

 

図 33 （最上郡内の町村）商業統計実績値の比較（年間商品販売額（令和３（2021）年）） 
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類似町村と比較すると、商業事業所数、従業者数は５町村中２番目に少なく、年間商品販売

額は最も低いことから、比較的低い水準にあることがわかります。 

 

図 34 （類似町村）商業統計実績値の比較（事業所数・従業者数（平成 28（2016）年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「商業統計」、経済センサス 

 

 

図 35 （類似町村）商業統計実績値の比較（年間商品販売額（令和３（2021）年）） 
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（４）総事業所数 

本村における農林業、工業、商業等の事業所総数を類似団体と比較すると、鮭川村の総事業

所数は類似団体の中では５町村中２番目に少ないことがわかります。 

平成 26（2014）年から令和２（2020）年の推移を見ると、鮭川村以外は平成 28（2016）

年から令和２（2020）年にかけて増加傾向の一方、本村はわずかに減少しています。 

 

図 36 （類似町村）事業所総数の比較 
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（５）観光 

本村における平成 21（2009）年から平成 30（2018）年の観光客数は、平均すると 7.3 万

人となっています。 

平成 23（2011）年は東日本大震災の影響もあり大きく減少していますが、翌年から徐々に

増加し、平成 25（2013）年には７万人台まで回復しました。平成 30（2018）年には、８万人を

超え、震災以前の様相に戻りました。しかし、令和元（2019）年末から始まった新型コロナウイ

ルス（COVID-19）の流行により、令和２（2020）年に激減し 6.1 万人にまで減少しました。以

降は、回復の兆しを見せ令和４（2022）年には 8.3 万人に回復していますが、令和５（2023）

年には再び減少に転じています。 

戸沢村の最上川下りのような大きな観光資源を持たない鮭川村では、周辺市町村の中でも

観光客数が少ない状況となっています。なお、平成 30（2018）年と令和５（2023）年の比較

を見ると、最上郡内の町村では真室川町を除くすべての町村で大きく減少しています。 

図 37 （鮭川村）観光客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：市町村別観光者数（山形県） 

 

 

図 38 （最上郡内の市町村）観光客数の比較（平成 30（2018）年） 
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（６）小学校・中学校、保育所 

本村の児童・生徒数推移をみると、小学校児童数が平成 23（2011）年から平成 28（2016）

年までの間にかけて顕著に減少しており、平成 28（2016）年以降は微増傾向に転じています。 

中学校生徒数は平成 23（2011）年から平成 28（2016）年まで横ばいで推移していますが、

平成 28（2016）年以降は減少傾向となっています。 

小学校と中学校は既に統合を終えており、それぞれ１校ずつとなっています。 

保育所に関しては平成 26（2014）年度に子ども・子育て支援法等関連３法に基づき「子ど

も・子育て支援事業計画」を策定し、０歳児保育の充実など、保育体制の整備を進めてきたこと

などもあり、ここ 10 年間は園児数が微増傾向にあります。 

保育所は平成 23（2011）年から現在に至るまで２施設となっています。 

 

図 39 （鮭川村）小学校児童数・中学校生徒数・保育所園児数推移 

 

出典：学校基本調査 

 

 

表 4 （鮭川村）小学校・中学校・保育所の施設数 
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15 歳未満を含む通学者の通学先を見ると、村内が９人に対し、村外は新庄市を中心に 134

人となっています。 

 

表 5 （鮭川村）通学流動による通学地（常住者）（令和２（2020）年） 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

 

（７）税収・財政 

本村の歳入額については、その年の国全体の経済状況等にも影響されるため、大きな変動が

見られますが、毎年 35 億円～50 億円程度となっています。 

また、歳出額は歳入額を下回っており、毎年 35 億円～45 億円程度で推移しています。 

 

図 40 （鮭川村）歳入額・歳出額の推移 
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本村における平成 30（2018）年度の歳出額の構成比を見ると、農林水産業費、総務費、民

生費、教育費などが大きくなっています。 

図 41 （類似町村）一人当たり地方税の推移（RESAS） 

 

出典：総務省「地方財政状況調査関係資料」、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 

 

本村における平成 30（2018）年度の歳出額の構成比を見ると、農林水産業費、総務費、民

生費、教育費などが大きくなっています。 

 

図 42 （鮭川村）歳出構成比（令和５（2023）年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：財政状況資料集 

議会費

0.7億円

総務費

13.4億円

民生費

7.6億円

衛生費

2.8億円
労働費

0.1億円

農林水産業費

4.3億円

商工費

0.9億円

土木費

4.9億円

消防費

1.7億円

教育費

4.9億円

災害復旧費

0.0億円

公債費

3.6億円



34 

 

６ 人口に関する現状と課題 

以上の分析の結果から、鮭川村の人口に関する現状と課題を取りまとめると、以下のような

点があげられます。 

 

① 総人口の減少、少子高齢化が進展していますが、周辺自治体や類似自治体（総人口や産

業別就業者構成比などが類似）と比べて特段の違いは見られません。ただし、平成 17

（2005）年からの 15 年間を見ると最上地域の８市町村の中において人口減少率が戸

沢村に次いで高い状況にあります。 

 

② 人口構成では、高校卒業後の世代（20～24 歳）、第２次ベビーブーム世代（35～49 歳）

の人口構成比は国や県と比較しても少なくなっています。 

 

③ 鮭川村の合計特殊出生率は、年によって変動が大きく、令和元（2019）年が 2.23、令

和２（2020）年が 1.50、令和３（2021）年が 1.49、令和 4（2022）年が 1.29、令和

5（2023）が 2.17 と年によって変動が大きくなっています。平均で見ると、1.74 とい

ずれの年も国の 1.26 を上回っていますが、人口維持に必要な人口置換水準である

2.07、及び県の人口ビジョン（令和７年改訂版）で示す、県民の希望出生率 1.87 には

届いていない状態です。 

 

④ 村内に高等教育の受け皿となる機関（高校・専門学校・大学等）がないことから、男女と

も中学・高校卒業後の人口流出が大きくなっています。一方、卒業後の就職等による転

入も見られます。 

 

⑤ 転出・転入や通勤流動の動向は、新庄市や山形市への流出割合が高く、東京圏への流出

はわずかとなっています。 

 

⑥ 自然減の抑制や社会増への転換を目指した第１期総合戦略の施策実施により、令和２

（2020）年４月１日現在の住民基本台帳による村の人口は第１期計画の目標人口である

4,003 人を 102 人上回る 4,105 人と、数字的な効果が確認できており今後も継続し

た取り組みが必要です。 

令和７（2025）年４月１日時点の村の人口は 3,585 人と、第２期計画における社人

研推計の 3,339 人及び村独自推計の 3,449 人を上回っており、第２期計画の効果も

数字的に確認が出来ました。 
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Ⅲ 人口推計 

 

将来人口の目標値 

村で実施する施策等を踏まえた将来人口推計は、次のような条件に基づき行います。なお、

シミュレーションにおける仮定設定（年齢階級別の人口変化率などの設定）は、令和 7（2025）

年より先のデータに対して実施します。 

 

（１）シミュレーション条件の設定 

１）「合計特殊出生率」の人口置換水準を踏まえた設定条件 

前計画同様に国の人口が一定となる人口置換水準である合計特殊出生率の 2.1 を継続して

維持するものとします。 

表 6 合計特殊出生率の条件 

 令和 12 年 

（2030） 

令和 17 年 

（2035） 

令和 22 年 

（2040） 

令和 27 年 

（2045） 

山形県人口ビジョン 1.36 1.46 1.56 1.66 

村独自推計 2.10 2.10 2.10 2.10 

 

２）帰村者への進学就職対策を踏まえた設定条件 

鮭川村では、帰村者への修学資金の支援や就職支援策などを推進することによって村内定

住が進むと見込みます。現状の社会移動を踏まえ、前計画から引き続き村外への人口移動を

「10～14 歳⇒15～19 歳」は３％抑制、「15～19 歳⇒20～24 歳」は４％抑制と設定します。

さらに、「20～24 歳⇒25～29 歳」の U・I ターンを４％増加と設定し、 

令和 32（2050）年以降は社会増減が均衡すると想定します。 

 

３）子育て支援策を踏まえた設定条件 

子育て世代に対して住宅整備など住環境の充実や子育て支援などを推進することによって

村内定住が進み流出抑制が図られると見込みます。そのため、前計画同様に「25～29 歳⇒

30～34歳」の人口流出を２％抑制、「30～34歳⇒35～39歳」「35～39歳⇒40～44歳」

の人口流出を３％抑制と設定し、令和 32（2050）年以降は社会増減が均衡すると想定します。 

 

４）産業振興策を踏まえた設定条件 

ワークショップ等で、若者の人口定着対策として「働く場の創出」「就労の支援」が重要視され

ていたことなどから、新規就農の促進、６次産業化、新規産業の誘致、起業家支援等を推進する

ことによって幅広い年齢層の転入を見込みます。 

具体的には、「25～29 歳⇒30～34 歳」「30～34 歳⇒35～39 歳」「35～39 歳⇒40～

44 歳」の転入を２％増加、「40～44 歳⇒45～49 歳」「45～49 歳⇒50～54 歳」「50～

54 歳⇒55～59 歳」「55～59 歳⇒60～64 歳」の転入を 0.5％増加と設定し、令和 32

（2050）年以降は社会増減が均衡すると想定します。 
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表 7 合計特殊出生率および移動率の設定条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）村独自の推計 

前項の１）～４）のシミュレーション条件を加味し、将来人口を推計すると、表８の結果になりま

した。 

 

表 8 社人研推計値と村独自推計の比較 

 

実績値（人）

（令和７）年 （令和12）年 （令和17）年 （令和22）年 （令和27）年 （令和32）年 （令和37）年 （令和42）年

2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

社人研推計 3,125 2,756 2,417 2,081 1,776 1,497 1,247

村独自推計 3,266 2,971 2,661 2,355 2,067 1,820 1,610

3,585

推計値（人）

２）出生率向上
+進学就職対策

３）出生率向上
+子育て支援策

４）出生率向上
+産業振興策

村独自推計
１）～４）

備考

10～14歳
→15～19歳

3.0% 3.0%

15～19歳
→20～24歳

4.0% 4.0%

20～24歳
→25～29歳

4.0% 4.0%

25～29歳
→30～34歳

2.0% 2.0% 4.0%

30～34歳
→35～39歳

3.0% 2.0% 5.0%

35～39歳
→40～44歳

3.0% 2.0% 5.0%

40～44歳
→45～49歳

0.5% 0.5%

45～49歳
→50～54歳

0.5% 0.5%

50～54歳
→55～59歳

0.5% 0.5%

55～59歳
→60～64歳

0.5% 0.5%

2050年以降は
均衡とする

項目

・雇用創出策などの推進（転入見込み）

・帰村者への修学資金の支援
・就職支援策の推進
（転出抑制、U/Iターン）

・子育て世代に対する住環境の充実（転出抑制）
・移住定住・雇用創出策などの推進（転入見込み）

１）合計特殊出生率

２）～４）人口上昇率

平均1.87
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表 9 合計特殊出生率および移動率の設定条件 

 

 

 

 

 

 

図 43 村独自の人口推計とその他推計値の比較 
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【2025年度人口ビジョン】社人研推計
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年 ⼈⼝ 出典 年 ⼈⼝ 2015年 2020年 2025年 2030年

●【2020年度⼈⼝ビジョン】社⼈研推計 平成27年 2015年 4,317⼈ 国調 2020年 3,795⼈ - 1.67 1.64 1.65

●【2020年度⼈⼝ビジョン】村独⾃推計 平成27年 2015年 4,317⼈ 国調 2020年 3,904⼈ - 2.10 2.10 2.10

●【2025年度⼈⼝ビジョン】社⼈研推計 令和２年 2020年 3,904⼈ 国調 2025年 3,617⼈ - - 1.64 1.65

●【2025年度⼈⼝ビジョン】村独⾃推計 令和２年 2020年 3,904⼈ 国調 2025年 3,585⼈ - - 2.10 2.10

社⼈研推計値 2045年 社⼈研 2050年

2025年（村資料４⽉１⽇時点） 2025年 社⼈研＋村独⾃指数(総合戦略で想定される効果) 2050年（社⼈研と整合）

基盤となる
国調データ年

設定⼈⼝① 設定⼈⼝② 合計特殊出⽣率 純移動率

出典 均衡 設定条件 均衡となる年

2020年国調（村→県報告値） 2020年※実績を基に設定 社⼈研＋村独⾃指数(総合戦略で想定される効果) 2050年（社⼈研と整合）

社⼈研推計値 2045年 社⼈研 2050年


